
 

 

 NPO法人-IOJ 

日本の将来を考える会 IOJだより 第 1 0 9号 2015年4月24日発行 

原子力大学校構想 

－原子力人材不足を解決する－ 

はじめに 

NPO「日本の将来を考える会」（以下「IOJ」という）は原子力がこの国に定着すること

を熱望しながら11年間に亘ってエネルギー・国際・教育にかかわる問題の解決に貢献する

ための提言活動等を展開してきた。 

その一環として、原子力国民会議が原子力規制委員会設置法の附則抄第五条に基づいて原

子力規制委員会設置法を見直し提言書をまとめ関係各筋に説明する活動を側面から支援し

た。その中で痛感させられたことは、規制側にも事業者側にも見られた実力不足と見識不

足である。 

それらの問題は、“原子力人材不足と国家的観点からの人材活用方策の欠如”に起因す

る。その解の一つとして、防衛大学校や仏のエコール・ポリテクニク等の例に倣った“原

子力大学校”の設立が構想された。 

IOJ ではそのあり方について検討し“提言書”をまとめ、政府に提示した。以下にその

概要を記す 

 

1. 基本理念 

我が国のエネルギー戦略において、エネルギー安全保障の確立、地球環境・異常気象の問題解決、世界の人々を豊か

にするという国際的課題への貢献の立場から、原子力が必須であることは明らかである。 

①原子力なくしてこの国は成り立たない。 

②原子力を国民の手に取り戻す。 

 

２．人災から学ぶ教訓 

福島第一原子力発電所事故は、貞観津波規模の津波の再来が予測されていたにもかかわらず、真摯に対策を施す先見

性に欠けていたために、自然災害後に人災（人為的災害）とも呼ぶべき重大な原子力事故へと事態を悪化させてしまっ

た。 

原子力規制側・事業者側双方に原子力にかかわる知見、経験が大幅に不足していたことに加えて相互の意見交換が十

分に行われず、既知の危険に対する安全対策を直ちに施すという姿勢が劣化していたことによると考えられよう。民間

側は電力事業者を頂点とする階層構造を作り上げていたが、事業者側に技術的知見が十分に蓄積されておらず、重要な

技術的問題は原子炉メーカーに依存していた。一方、メーカー側にも原子力発電システムを総合的に見ることのできる

人材は育っていなかった。 

これらの我が国固有の構造が人災の根本要因であり、この課題を解決するためには、産官学の壁を超えた新たな組織

横断的な人事交流を断行し、優秀な人材を育て、産官諸分野において流動的な人材活用を図る必要がある。 

 

３．原子力教育の充実 

我が国の大学の学部では知識を重視し、現象の本質を自ら考えさせる“問題解決型”の教育が十分ではなく、大学院

でも論文のための研究に没頭して他分野への関心は薄かった。 

また、原子力発電所の現場では機器・システムの異常に気づかせ解決させるという現場に役立つ工学を軽視する風潮

があった。原子力基本工学のような学術的な知見だけを有する人材を育てる教育制度に欠けているものを加え、安全文

化の確立に寄与できるようにするためには、自然科学に偏っていた教育を社会科学にまで広げるとともに、実践的な工

学あるいは原子力発電の現場における実習活動等のあらゆる側面を取り込んだ原子力実践工学の定着を目指す総合的な

教育機関が必要であることが指摘できよう。 

 

４．パラダイム変換＝新理念への挑戦 

我が国における原子力の有効利用を継続して推進するために、原子力発電によって発生する問題を俯瞰的に把握し、

その問題解決に指導的役割を果たせる一流の人材を若手の中から選抜し育成する。 

この教育を受けた優秀な人材を原子力発電関係の産官諸分野に広く配置することにより、各分野の担当者が相互信頼

を持ちながら創造的な議論を重ねることができる環境を作り出すという“パラダイム変換”に挑戦し、革新的な手法を

提案して解決を図る。その新しい経営理念は次のとおりである。 

 

①組織横断的・流動的人材活用：我が国における社会の閉塞性を打破し、人材の流動性を確保するために組織横断的

な人事交流と流動的な人材活用を可能とする。 

②国際的人材育成と原子力事業の海外展開：学生の海外派遣研修や海外の原子力関連機関の専門家との人事交流を積

極的に進め、国際的に活躍できる人材を増やす。 

 http://ioj-japan.com/xoops/ 



 

 

③原子力実践工学の体系化と定着：各現場で役立つ実践的な技術や膨大な知見を体系化した「保全ハンドブック」を

活用し、我が国に原子力実践工学を定着させる。 

 

すなわち、防衛大学校の学生のように高い志と使命感をもって問題解決型の実践的な知識を学ぶとともに諸訓練に励む

姿や、仏国のエコール・ポリテクニクの卒業生のように豊かな知識と優れた技術を有するだけではなく国民から信頼さ

れ尊敬される超エリート指導者を輩出する学校経営をイメージしている。 

 

以上の趣旨を実現する機関として「原子力大学校」（第1フェーズ）及び「原子力人材活用委員会」（第2フェーズ）

の設立を提言する。原子力大学校と原子力人材活用委員会との関係は図-1に示すとおりである。 

 

５．原子力大学校の制度設計 

・国内の大学群（大学、大学院）・高校群（高校、高専）の卒業生及び海外研修生を受け入れる3コースを設ける。

専門は問わず、国内外で活躍したいという強い意志と一定の語学力を有する者とする。原則、5年制（大卒以上、

海外研修生）・4年制（高卒以上）とする。 

・教育方針は、原子力実践工学を重視するほか工学の根幹思想、原子力倫理、心理学等広い見識と豊かな人間性を涵

養するカリキュラムを履修させる。また、国内外の原子力施設の現場での実践研修、海外派遣留学やボランティア

活動等の研修プログラムを充実させる。 

・指導体制は、現役技術者や規制官等を教授・講師に迎え、最先端の技術や情報に基づく指導を実践し、また、国際

化を目指し、海外原子力機関等の専門家を教授に招聘する。 

・卒業生の資格は、国が定めた審査を経て、一般の大学・大学院の卒業生・修了生と同等の資格を有するものとす

る。 

・全員が一定期間を学生寮で生活し、経費は支給される。これとは別に毎月の学生手当と期末手当が支給される。 

・第2フェーズとして設立される「原子力人材活用員会」には、原子力大学校卒業生の積極的な受け皿としての機能

を与える。卒業生のうち「原子力人材活用委員会」に登録された者は、原子力事業者及び管轄省庁の中核的な指導

者に相応しい“生涯年収とポスト”を確保できる。 

 

おわりに 

現在原子力界が直面する課題を根本的に解決するには、原子力教育のパラダイム変換を図り、我が国の原子力界を復

活・活性化させる中核指導者を育成することが急務と考え、原子力大学校を提言した。教育の効果は時間が経たないと

得られないものであり、常に長期的な観点からその成果を判断しなくてはならない。この大学を設立してから最初の卒

業生が社会に巣立つまでに少なくとも4年が必要であり、今学生を集めても2020年まで成果が得られないという現実が

ある。関係者の努力により、一刻も早くこの大学の設立が実現することを切に期待したい。 

政府の教育再生実行会議（座長・鎌田薫早稲田大総長）は、「特に優れた才能を秘めた人材の発掘・育成のためには

画一的な教育から脱し、従来の学習指導要領にとらわれずに多様な教育の機会の提供が必要である」と提言している。

原子力大学校は、この“先駆け”となり、卒業生が卓越した才能を発揮し、我が国の原子力界の中核指導者として活躍

することを願っている。 

 

本構想へのご意見、ご感想があればお寄せください。 

   メールアドレス ：ioj-jimukyoku@ioj-japan.com 

   参考（PDF） ：原子力大学校の設立提言書（Ver.2）平成27年3月1日 NPO日本の将来を考える会 

（飯島 一敬 記） 

原子力大学校
（人材供給源）

原子力人材活用委員会
（三条委員会）

人材の流れ

大 学 群 ・ 高 校 群

管轄省庁（内閣府 /経済産業省）

人
材
群

（
供
給
）

人
事
交
流

学
生
供
給

図－１ 原子力大学校・原子力人材活用委員会構想
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